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亜臨界水でのイオン交換によるバーミキュライトからの Cs脱離現象を定量的に理解するために、交換イオ

ンに Mg2+を用いた回分式のイオン交換実験により Cs で飽和されたバーミキュライトからの Cs 脱離率の時

間変化を測定し、輸送現象論を用いて物質移動解析を行った。 
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1. 背景および目的 除染で発生した汚染土壌は 1200万 m3を超えるが、8000Bq/kg以下でそのまま利用でき

るものと放射線量の減衰を待って再利用されるものを合わせれば 90％以上の土壌は特別な処理をすること

なく将来再利用が見込まれる。しかしながら、環境省が示した汚染土壌の分類のうちカテゴリーC（15,000

～62,000 Bq/kg）の土壌をふるい分けして得られた細粒分とカテゴリーD (62,000Bq/kg以上)の土壌を合わせ

て 70万 m3強の土壌は適切な処理により Csの回収と放射性廃棄物の減容化を行う必要が出てくるであろ

う。我々の研究グループは、亜臨界水イオン交換法による汚染土壌からの放射性セシウム回収技術を研究し

てきた。これまでに土壌の中でも Csが安定吸着されやすいバーミキュライトから Csの完全回収に成功して

おり、現在は、汚染土壌の連続処理のためのカラム処理プロセスの開発研究を行っている。亜臨界水でのイ

オン交換によるバーミキュライトからの Cs脱離現象を定量的に理解するために、交換イオンにMg2+を用い

た回分式のイオン交換実験により Csで飽和されたバーミキュライトからの Cs脱離率の時間変化を測定し、

輸送現象論を用いて物質移動解析を行った。 

2. 実験手法 Csを飽和吸着後のバーミキュライト粉末 2 gと 0.1 M MgCl2水溶液 200 mLを回分式亜臨界水

処理装置（回分式水熱処理装置）の圧力容器内へ入れ、密閉後、容器内を窒素ガスで置換し、容器内の圧力

が 2 MPaになるまで窒素ガスを注入した。温度は 150℃あるいは 250℃で一定とし、フラクションコレクタ

ーを用いて約 1 mLずつサンプルを回収した。その後、1、2、6、12時間後に、同様の方法でサンプルを回

収し、回収した溶液中の Cs濃度を、原子吸光を用いて定量し、Cs脱離率を算出した。 

3. 実験結果 バーミキュライトの層間構造に吸着されている放射性 Cs+を亜臨界水中の交換イオン（主に

Mg2+）でイオン交換することで脱離している。この時のイオン交換反応は 

2𝑅 − 𝐶𝑠+  + 𝑀𝑔2+ ↔ 𝑅 − 𝑀𝑔2+ + 2𝐶𝑠+…(1) 

で記述される。イオン交換過程の平衡関係は選択係数 Ksにより記述できる。式(1)の選択係数 Ksは式(2)

で表される。 
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また、イオン交換速度の評価については、

未だ詳細なイオン交換過程が知られてい

ないことから、バーミキュライトの層間構

造中のイオン移動過程が律速であると仮

定して、固相側の総括物質移動係数 kSaで

評価した。この時、イオン交換速度は式(3)

で記述される。 
𝑑𝑞𝐴

𝑑𝑡
= 𝑘𝑆𝑎(𝑞𝐴

∗ − 𝑞𝐴) …(3) 

ここで qA*は水溶液中の Mg2+濃度 CAに対

して平衡な吸着 Mg2+濃度を表している。従って (qA*-qA) は水相から固相に輸送される Mg2+の推進力

を表している。水相中の Cs+濃度の時間変化のデータを使って初期条件 t=0, CB=0、CA=CA
0 を用いて式

(3)の微分方程式を Runge-Kutta-Gill 法を用いて解き、実験結果と解析結果をフィッティングすることに

より kSa を決定した。図 1 に実験結果を示す。6 時間程度でイオン交換平衡に到達した。この結果ら選

択係数(式(2))を求め、それを用いて式(3)を解いて過渡特性を計算した。ある特定の kSa 値に対して解析

解と実験値がよく一致し、kSaを決定できた。その結果、kSaは 250℃で 2.5x10-4 s-1、150℃で 8.0x10-5 s-1

であった。温度を下げると物質移動係数は 1/3程度に減少し、高温操作により高速で効率的に Csを回収

できることが分かった。 
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